
 

 

 
 
 
 
      

  

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 の 名 称 提案団体の名称 

就職希望者対象コンピュータ実務教育事

業～ＩＴ弱者からの脱却～ 

提案団体：特定非営利活動法人デジタルコンテンツ研究会 

主たる担当課：働く人支援課 

親子が集うコミュニティひろば事業 
提案団体：子育て親育ち応援団 Ｗｉｔｈ．cｆｃ 

主たる担当課：こども青少年課 

ＬＤ、ＰＤＤ対象放課後クラブ事業 
提案団体：ＮＰＯ団体 太陽の村 

主たる担当課：障害福祉課 

自然体験活動指導者育成事業 
提案団体：特定非営利活動法人自然体験学校さがみはら校 

主たる担当課：藤野経済環境課 

相模原市に市民おひさま発電所を作ろう

～太陽光発電普及への市民参加の仕組み

作り～ 

提案団体：太陽光発電所ネットワーク・ＰＶさがみはら 

主たる担当課：環境対策課 

さがみはら検定事業 
提案団体：さがみはら検定の会 

主たる担当課：経営監理課 

絵本コンサート事業 
提案団体：ビッグママ．プロジェクト 

主たる担当課：学校教育課 

楽しい理科実験支援事業 
提案団体：理科で遊ぼう会 

主たる担当課：学校教育課・こども施設課 

（仮）市民講座の創造 
行政提案課：総合学習センター 

応募団体：学びサポート研究会さくらの森 

（仮）ＩＣＴを活用した 

地域コミュニケーション活性化事業 

行政提案課：市民協働推進課 

応募団体：（共同提案） 

有限会社コウチヤ社会貢献プロジェクト 

特定非営利活動法人シニアネット相模原 

特定非営利活動法人さがみはら市民会議 

あじさい（高齢者）大学運営事業 
行政提案課：高齢者福祉課 

応募団体：特定非営利活動法人ビューティフルエージング協会 

あじさい（高齢者）大学運営事業 
行政提案課：高齢者福祉課 

応募団体：相模原市文化協会 

（仮）小原宿活性化管理事業 
行政提案課：相模湖経済環境課 

応募団体：小原宿活性化推進会議 

 ～協働事業審査会から報告～ 

去る 10 月 11 日に開催された、平成 21 年度協働事業提案制度公開プ

レゼンテーション・審査会におきまして市民活動団体から提案説明が

行われた 13 件の協働事業提案に対する審査結果がまとまり、この度

（10 月 21 日）、協働事業審査会（会長 牛山久仁彦 明治大学政冶経

済学部教授）から山口副市長に審査結果報告書が手渡されました。 

審査結果については、後日ホームページに掲載予定です。 

第４２号 平成２１年１０月 
発行：市民協働推進課 

  （パートナーシップ推進班）

 



☆ 市民活動を皆さんに知ってもらいたい  市民活動を取材したＤＶＤ（第一弾）が完成 
 
市民活動 PR 事業の撮影第一弾は、協働事業提案制度 

にも応募いただいた、「相模原おもちゃドクターの会」 
と「特定非営利活動法人境川の斜面緑地を守る会」の 
2 団体に、取材・撮影の協力をいただきました。 
午後は、屋外の撮影でしたので、天気が心配されました 
が、雨に降られることなく、無事撮影を終えることがで 
きました。 
 完成したＤＶＤは、市民協働推進課及び市内図書、視 
聴覚ライブラリーでの貸し出し、16 号線沿いの上新電 
機相模原小山店の店内でも放映される予定です。 

（ＮＰＯ法人ナレッジリンク・市民協働推進課）

☆ 出張型動物介在教育 
麻布大学の特色を生かし、 

小学校の教科に犬を参加 

させ、授業の目的や単元 

のねらいに合わせて教師 

と共にプログラムを作成し、 

観察やふれあ 

い、世話を通 

じて子どもた 

ちの教育的効 

果を高めます。 

 

 

また、動物との係わり 

を持つことにより、子ど 

もたちの心身の健やかな 

発達や豊かな人間関係、 

そして学習への動機付け 

につなげます。 

（麻布大学・学校教育課）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ところで、「協働事業提案制度」とは、どのようなものでしょうか？  

地方分権の推進により、全国一律のまちづくりから、市民を主体とした個性豊かな特色あるまちづく

りの時代へと変化する中、市民自ら考え行動することによって、多様な市民ニーズや地域課題を解決し

ていく動きも活発化しており、「協働」という言葉も盛んに登場するようになりました。 

「協働」とは、市民と行政とが、お互いに依存しあうのではなく、対等な立場で、それぞれの特性を

活かしながら、適切な役割分担によって、目的の達成・課題の解決を図ろうとするもので、「協働事業提

案制度」は、市民と行政がともにアイデアを出し合い、限られた資源（人材、資金、場所など）を効果

的に活用しながら活力あるまちづくりを進めるためのひとつの仕組みです。 

平成２０年度採択平成２１年度協働事業実施中！  

 

 


